
2007～08年度改定経済見通し

農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

今後の農協法改正の主題

旧農業基本法（昭和36年）以後の一連の農業政策の主要なテーマは構造改革であり，そ

のための手段として規模拡大，農地の流動化・集積をすすめる制度的枠組みが整備されて

きたといえる。

数回にわたる農地法の改正も農地等の権利取得の上限規制の緩和・撤廃，農業生産法人

制度の創設，賃貸借による農地流動化の促進など農地の流動化・集積に政策的焦点が当て

られていた。自作農主義が建前であった農地法は借地主義をも容認する形に変質していっ

たといえる。加えて，農振法の制定・改正，農用地利用増進法の制定・改正を通じて集落

営農など集団的土地利用の促進に向けた環境整備が図られた。そして，現在進められてい

る担い手政策（品目横断的経営安定対策）も大規模農業者と集落営農法人を政策実現の主体

と位置付けている。

それでは，このような農業政策の動向に対して農協法はどのように改正されてきたか。

農業政策（旧農業基本法，食料・農業・農村基本法，農地法など）と農協法，両者の関係はど

うであったか。農協法改正の動きを振り返ってみると，農事組合法人制度，農地信託制度

の創設，農地供給事業・受託農業経営事業の新設など，農協法は農業政策のそのつどの改

正に適合する形で，歩調を合わせるように改正されてきている。

農協法は事業機能拡充のためにもたびたび改正されてきたが，ここでは農業政策との関

連で農協法のこれまでの改正を総括してみたい。その場合，改正の要点は大別して，①農

地の流動化・集積，集団的土地利用の促進と，②組合員資格要件の緩和の２点であったと

いえる。とくに前者については，構造政策が成功しているか否かはさておき，農地法など

を含めて制度的な枠組みはかなり整備されたといえるように思われる。

一方，後者については，①「新しい食料・農業・農村政策の方向」（平成４年）を受け，

担い手としての農業生産法人・農事組合法人の育成支援を狙った，“農協の組合員資格を

有する法人”の要件緩和，②「食料・農業・農村基本法」（平成11年）を踏まえ，地域農業

の振興を図るために，“農業を営む法人”を農民と並ぶ農協の主要構成員と位置づけたこ

となど，法人の組合員資格の見直しがなされた。

しかし，組合員資格の問題は錯綜している。農業者＝正組合員，出資者＝利用者＝運営

参加者という旧来の図式が成り立たないほど組合員層が多様化し，農協は，当初の自作農

を中心とする農民の組織という性格が大きく変わりつつある。また一方で，多数の准組合

員が加わることで問題が複雑化している。今後，世代交代，小規模農家の離農加速により

農協の組織基盤はさらに大きく変動するであろう。正組合員をどう規定するか，准組合員

に共益権を認めるべきか否か，“土地持ち非農家”・不在村農地所有者の取り扱いをどうす

るか，集落営農が法人化した場合の取り扱いをどうするかなど，協同組合制度の根本をな

す組合員資格と組合員の運営参加の問題および協同組合としての新しいガバナンスのあり

方を今の時代状況を見据えながら真剣に議論することが喫緊の課題となっている。そして，

今後の農協法改正の主題もその点にあるといえよう。

（（株）農林中金総合研究所取締役調査第一部長　鈴木利徳・すずきとしのり）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

などの調査研究論文や，『農林漁業金融統計』

の最新の統計データがこのホームページから

ご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2007年９月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・稲作農業の現状

――2005年農業センサスの結果――

・わが国のマグロ養殖をめぐる動向

・品目横断的経営安定対策への加入申請状況について

・企業・市・JA連携によるらっきょう産地再生の取組み

――鹿児島県薩摩川内市――

・森林施業プランナー基礎コース研修に参加して

・都市との交流活動による山里の村おこし

――山形県金山町――

・食品産業の原料調達動向

・中国におけるトウモロコシの需要変化

――エタノール等工業需要の急増により加速する

輸入国化――

【協同組合】

・海外協同組合金融機関の農業融資

――ドイツ協同組合銀行グループ――

・独仏協同組織金融機関のコーポレート・ガバナンス

――エージェンシー問題解決のための取組み――

【組合金融】

・他業態の各金融商品に対する取組姿勢の変化とその特徴

――農協信用事業動向調査結果から――

【国内経済金融】

・伊達信用金庫の多重債務問題への対応

・量的緩和解除後の金融政策運営の再検討

・CSRの考え方と金融機関の対応

・国際商品市況を考える視点

――上昇基調の長期化の可能性――

【海外経済金融】

・原油市況高騰の背景と今後の動向

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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